宮崎市通所型介護予防事業の概要

	根拠法令
	介護保険法及び地域支援事業実施要綱に基づき実施

	目　　的
	要支援状態及び要介護状態になるおそれのある高齢者「二次予防事業対象者」が、要介護状態等となることを予防し、自立した日常生活を営むことができるよう、二次予防事業対象者の状態にあわせた支援を行うことを目的とする。

	対象者
	○二次予防事業対象者

二次予防事業対象者とは、６５歳以上の方で※「基本チェックリスト」の結果により生活機能の低下が認められ、要支援または要介護状態になるおそれの高い方。
ただし、要介護・要支援認定を受けている方、認定を申請中である方を除く。

	実施ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
	内容

運動

栄養

口腔

回数

１２回

８回

４回

期間

概ね３か月

概ね６か月

概ね３か月



	実施者
	委託要件に定める者。

	実施場所
	事業所で確保。

運動を行う場合は、１人のスペース（約３㎡以上）が十分確保できること。


※「基本チェックリスト」…本人の主観に基づき生活機能の評価を記入するチェック票

事業実施の流れ

	① 地域包括支援センター担当職員が、本人の心身の状態や本人の意思を踏まえ介護予防ケアプラン（介護予防計画書）を作成し、本人同意のもと、受託事業者に情報が提供される。（必要に応じサービス担当者会議を行う）

	

	② 受託事業者は、本人に連絡し事業参加までの日程調整等を行う。

	

	③ 受託事業者は、個別に本人の心身の状況を正確に把握し、事前アセスメント（身体状態等の把握）を実施する。

	

	④ 受託事業者は、事前アセスメントに基づいて個別支援計画書を作成する。

	

	⑤ 受託事業者は、個別支援計画書に基づきプログラムを実施する。また、中間時点でのモニタリング（本人の心身の状態や改善状況の把握）を行い、地域包括支援センターへ中間報告を行う。（必要な場合は個別支援計画を見直す）

	

	⑥ 受託事業者は、計画終了時点で本人のアセスメントを行う。

	

	⑦ 受託事業者は、地域包括支援センター及び市長寿支援課に報告書を提出する。

※プログラム終了後、市長寿支援課に委託料の請求を行う。



⑦受託事業者は、地域包括支援センターへ報告書を提出する。





⑥受託事業者は、計画修了時点で本人のアセスメントを行う。








